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　 証券コード　4960

　 平成24年６月11日

株 主 各 位　

　 神 戸 市 中 央 区 京 町 8 3 番 地

　

　 取締役社長 片 木 茂 行

第31期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第31期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年６月25日（月曜日）

午後５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成24年６月26日（火曜日）午前10時

２．場 所 神戸市中央区港島中町６丁目９番１号

　 　 神戸国際会議場　５階　501号室

　 　 （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項 　

　 報 告 事 項 第31期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事業報

告および計算書類内容報告の件

　 決 議 事 項 　

　 第１号議案 剰余金処分の件

　 第２号議案 取締役５名選任の件

　 第３号議案

　

監査役３名選任の件　

以　上


　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

　なお、事業報告、計算書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必

要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アド

レス　http://www.chemipro.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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（添付書類）
　

事　業　報　告

(平成23年４月１日から)平成24年３月31日まで

　

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

　当事業年度における世界経済は、米国経済の一部に明るい兆しが見られ

ますものの住宅市場が依然低迷していること、欧州ソブリンリスク問題の

深刻化等により欧州経済がさらに悪化したことに加え、新興国経済がスロ

ーダウン基調になってきたこと等、減速懸念が強まりました。一方、日本

経済は、東日本大震災の復興需要等の景気押し上げ要因がありますものの、

米欧経済の低迷と長引く円高により景気鈍化が懸念され、国内外経済全体

としては大変厳しい状況となりました。

　当社の属するファインケミカル業界は、国内外経済の減速傾向に加え、

日本のサプライチェーンの問題によって世界の自動車産業が減速したこと

により、売上高ベースで大変厳しい状況となりました。また、収益環境に

おいても、円高の状況が続く中、中国・アジアマーケットを中心にグロー

バルな販売価格競争は続いており、依然厳しい状況となりました。

　このような状況下、当社の業績は、東日本大震災、福島第一原子力発電

所事故の影響に加え、秋口以降からの米欧経済の低迷の影響により、紫外

線吸収剤の主力製品であるベンゾトリアゾール系薬剤の海外向け販売数量

が前期比７割程度と急減したことにより、売上高は前期比８億38百万円減

（前期比8.9％減）の85億79百万円となりました。

　利益面は、東日本大震災、福島第一原子力発電所事故による供給サイド

不足の影響がありましたものの、原材料価格上昇分はリーゾナブルな範囲

で販売価格へ転嫁できたことと、一部の製品でコスト削減効果がでてきた

こと等により、売上高減収にともなう減益要因はありますものの、営業利

益は５億26百万円（同9.5％減）、経常利益は３億59百万円（同17.2％減）

を計上することができました。当期純利益につきましては、老朽化設備等

の除却にともなう固定資産除却損、一部の工場の遊休資産にかかる減損損

失等の特別損失を１億49百万円計上したこと、法人税等を１億19百万円計
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上したことにより、１億33百万円（同67.7％減）となりました。

　以下に各事業の概況をご報告いたします。

〔化学品事業〕

　売上高は、世界経済が減速したことにより、紫外線吸収剤の主力製品

であるベンゾトリアゾール系薬剤の海外向け販売数量が前期比７割程度

と急減した影響を受け、紫外線吸収剤全体で前期比11億81百万円減（前

期比20.2％減）の46億64百万円と大幅な減収を余儀なくされましたが、

製紙用薬剤、電子材料のほか、受託製品を含むその他の化成品が底堅く

推移しました結果、全体では前期比８億37百万円減（同9.9％減）の75億

94百万円となりました。

　

〔ホーム産業事業〕

　売上高は、国内の新設住宅着工戸数がごく微増にとどまったことによ

り、木材保存薬剤では前期比４百万円増（前期比0.6％増）の８億27百万

円となりました。ＤＩＹ商品においては、ホームセンター向け販売の縮

小にともない同10百万円減（同18.8％減）となりましたが、その他商品

が堅調に推移したことにより、全体では前期比横這いの９億84百万円（同

0.1％減）となりました。

　

②　設備投資および資金調達の状況

　当事業年度の設備投資は、リースを含めて160百万円であり、その主な内

訳は次のとおりであります。

　 　 　 固定資産 リース 計

　 本　　社 工具、器具及び備品 12百万円 － 12百万円

　 姫路工場 建　　　物 4百万円 － 4百万円

　 　 構　築　物 3百万円 － 3百万円

　 　 機械及び装置 30百万円 － 30百万円

　 　 リース資産 － 10百万円 10百万円

　 相生工場 機械及び装置 23百万円 － 23百万円

　 　 工具、器具及び備品 11百万円 － 11百万円

　 　 リース資産 － 12百万円 12百万円

　 明石工場 工具、器具及び備品 3百万円 － 3百万円

　なお、上記設備投資につきましては、自己資金およびリースによりまか

ないました。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況 （単位：千円）

区　　分
第 28 期

(20.4.1～21.3.31)
第 29 期

(21.4.1～22.3.31)
第 30 期

(22.4.1～23.3.31)
第31期(当事業年度)
(23.4.1～24.3.31)

売 上 高 8,609,754 6,884,044 9,418,426 8,579,830

経　 常　 利　 益(△損失) △451,516 △252,091 434,970 359,978

当 期 純 利 益(△純損失) △466,104 △260,281 412,242 133,229

１株当たり当期純利益(△純損失) △28円11銭 △15円70銭 24円87銭 8円04銭

総 資 産 13,407,797 13,017,419 12,870,904 12,656,062

純 資 産 3,478,448 3,223,141 3,634,450 3,771,321

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出してお
ります。　　

　

(3) 対処すべき課題

　世界経済およびわが国経済は、欧州ソブリンリスク問題の深刻化や中東情

勢と原油価格上昇リスク、米国の財政赤字の急増と住宅市場の低迷などによ

り、主要各国が財政再建、緊縮財政に動いて経済を減速させる懸念がある中、

わが国においては東日本大震災の復興需要が期待されますものの、電力供給

の不安定や料金の値上げ等マイナス要因も相当程度懸念され、全体としては

減速感が残る状況となっています。

　このような状況下、当社主力製品の紫外線吸収剤の受注量は前期とほぼ同

水準となるものと予想しておりますが、品質改善と生産効率の向上による製

品競争力をさらに強化し、利益体質の改善に向けた経営戦略の実現により、

適切な利益を確保するよう努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。

　

(4) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在）

　有機化学工業薬品（紫外線吸収剤、写真薬中間体、電子材料、製紙用薬剤、

酸化防止剤、木材保存薬剤等の製品）の製造販売
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(5) 部門別売上高の概況（平成24年３月31日現在）
　 　 　 　 （単位：千円）

事 業 別 品　目

第 29 期
(21.4.1～22.3.31)

第 30 期
(22.4.1～23.3.31)

第31期（当事業年度）
(23.4.1～24.3.31)

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

化学品事業 紫外線吸収剤 4,132,097 60.0 5,846,833 62.1 4,664,861 54.4

　 製 紙 用 薬 剤 254,232 3.7 357,096 3.8 482,857 5.6

　 電 子 材 料 257,630 3.7 371,988 3.9 457,548 5.3

　 写真薬中間体 301,701 4.4 410,783 4.4 444,356 5.2

　 酸 化 防 止 剤 208,635 3.0 263,455 2.8 223,144 2.6

　 防  剤 41,162 0.6 52,591 0.6 49,916 0.6

　 染料・顔料中間体 35,277 0.5 21,279 0.2 20,725 0.2

　 そ の 他 702,008 10.2 1,108,177 11.8 1,251,519 14.6

　 （小　計） 5,932,745 86.2 8,432,206 89.5 7,594,929 88.5

ホーム産業事業 木材保存薬剤 793,281 11.5 822,529 8.7 827,284 9.7

 Ｄ Ｉ Ｙ 商 品 63,532 0.9 53,235 0.6 43,203 0.5

　 そ の 他 94,484 1.4 110,454 1.2 114,412 1.3

　 （小　計） 951,298 13.8 986,219 10.5 984,900 11.5

合 計 6,884,044 100％ 9,418,426 100％ 8,579,830 100％

（注）１．数量については、同一品目の中でも種類が多く、かつ仕様も多岐にわたるため、記載

を省略しております。

２．金額は、販売価格で表示しており、消費税等を含んでおりません。

３．主要品目は、事業毎に分類して表示しております。

４．化学品事業のその他には、受託製品等を含めております。
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(6) 主要な事業所（平成24年３月31日現在）

本　　社 神戸市中央区京町83番地

研 究 所 相生、福島

工　　場 明石、姫路、相生、大阪

営 業 所 大阪、福岡、関東（埼玉県日高市）

　

(7) 従業員の状況（平成24年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

183（6）名 1名減（1名増） 40.5歳 12.7年

（注）　従業員数は就業員数で、従業員、嘱託、受入出向者を含んでおります。またパートおよ

び派遣社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,435百万円

株 式 会 社 み な と 銀 行 1,282

株 式 会 社 中 国 銀 行 625

株 式 会 社 り そ な 銀 行 561

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 495



2012/05/29 13:13:32 ／ 11810179_ケミプロ化成株式会社_招集通知

株式の状況

－ 7 －

２．株式の状況（平成24年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 66,000,000株

(2) 発行済株式の総数 16,623,613株

(3) 株主数 1,665名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

福 岡 直 彦 2,791千株 16.8％

福 岡 靖 介 1,734 10.5

船 坂 陽 子 1,733 10.5

Ｂ Ａ Ｓ Ｆ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 1,270 7.7

株 式 会 社 み な と 銀 行 593 3.6

ケ ミ プ ロ 化 成 取 引 先 持 株 会 543 3.3

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 280 1.7

金 子 　 力 258 1.6

丸 紅 ケ ミ ッ ク ス 株 式 会 社 249 1.5

宮 田 　 宏 200 1.2

（注）持株比率は自己株式数（53,747株）を控除して計算しております。
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３．会社役員の状況

(1) 取締役および監査役の状況（平成24年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当または重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長 福 岡 直 彦 　

取 締 役 副 社 長 片 木 茂 行 管理本部長

常 務 取 締 役 北 川 和 則 生産本部長

取 締 役 河 井 典 生 営業本部長

取 締 役 金 子 勇 一 生産技術部統括本部長

取 締 役 相 談 役 大 前 吉 則 　

取 締 役 堀 江 邦 彦

ＢＡＳＦジャパン株式会社
ディスパージョン＆顔料アジア・
パシフィック地域本部ビジネスマ
ネジメント エレクトロニックス
ペシャルティズ
ビジネスダイレクター

常 勤 監 査 役 清 水 俊 造 　

監 査 役 香 山 敏 廣 税理士

監 査 役 梅 田 和 路 　

（注）１．当事業年度中の取締役の異動

就任　平成23年６月28日開催の第30期定時株主総会において、河井典生、金子勇一

の両氏が取締役に新たに選任され、それぞれ就任いたしました。

２．当事業年度後の取締役の異動

平成24年４月１日付をもって、次のとおり取締役の地位の異動がありました。

代表取締役会長兼社長　福岡直彦氏　代表取締役会長就任

取締役副社長　　　　　片木茂行氏　代表取締役社長就任

取締役相談役　　　　　大前吉則氏　取締役就任　

３．取締役堀江邦彦氏は、社外取締役であります。

４．監査役香山敏廣氏および監査役梅田和路氏は、社外監査役であり、大阪証券取引所に

独立役員として届け出ております。

５．監査役香山敏廣氏は、税理士の資格を有し、財務および会計に関する相当程度の知見

を有しております。
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(2) 取締役および監査役に対する報酬等の総額

区 分 人 員 報酬等の総額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

7名
（1）

144,165千円
（3,465）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3
（2）

18,480
（8,085）

合 計 10 162,645

（注）取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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(3) 社外役員に関する事項

①　取締役堀江邦彦氏は、ＢＡＳＦジャパン株式会社のビジネスダイレクタ

ーを兼務しております。なお、同社は、当社の特定関係事業者でありま

す。　

　

②　当事業年度における主な活動状況

・取締役堀江邦彦氏は、当事業年度開催の取締役会18回中16回出席し、化

学品業界に精通した幅広い見識から意見を述べるなどの助言・提言を行

っております。

・監査役香山敏廣氏は、当事業年度開催の取締役会18回中14回、また監査

役会のすべてに出席し、税理士の立場で専門的な見地から意見を述べて

おります。

・監査役梅田和路氏は、当事業年度開催の取締役会ならびに監査役会のす

べてに出席し、長期にわたる当社社外監査役としての実績とコーポレー

トガバナンスの見地から意見を述べております。

　

③　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役ならびに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額を限度としております。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人

　

(2) 会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①　公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 28百万円

②　当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利

益の合計額

－百万円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監

査と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておらず、実質的

にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載し

ております。

　

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請

求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とす

ることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。
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５．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以

下のとおりであります。

①　取締役、従業員の職務執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

　企業倫理規定をはじめとするコンプライアンス体制に係る規定を、役員

および従業員が法令および定款ならびに社会規範を遵守した行動をとるた

めの行動規範とする。また、その徹底を図るため、総合管理部においてコ

ンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に従

業員教育等を行う。

　内部監査室は、総合管理部と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監

査する。これらの活動は、定期的に取締役会および監査役に報告されるも

のとする。

　法令上、疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段と

して、ホットラインを設置、運営する。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　文書取扱規程にしたがい、取締役の職務執行に係る情報を文書または電

磁的媒体（以下文書等という）に記録し、保存する。取締役および監査役

は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

　

③　損失の危険の管理に関する規程、その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティおよび輸出管

理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署において、規則やガイ

ドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成および配布等を行うもの

とし、組織横断的リスク状況の監視および全社的対応は総合管理部が行う

ものとする。

　新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者

となる取締役を定める。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役および従業員が共有する全社的な目標を定め、業務

担当取締役はその目標達成のために各部門の具体的目標および会社の権限

分配、意思決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定

め、ＩＴを活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促

すことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

　

⑤　当会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

　グループのセグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法

令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を与えており、総合管

理部は、これらを横断的に推進し、管理する。

　

⑥　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項ならびにその従業員の取締役からの独立性に関

する事項

　監査役は、特定の従業員に監査業務に必要な事項を命令することができ

るものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員はその命令

に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

　

⑦　取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　取締役および従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社およ

び当社グループに重大な影響をおよぼす事項、内部監査の実施状況、コン

プライアンス・ホットラインによる通報状況およびその内容を、必要に応

じて適宜報告する体制を整備する。

　

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

　



本事業報告中の記載金額および株式数の表示単位未満は切り捨てて、また比率

の表示桁数未満は四捨五入で表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成24年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

［資　 産　 の　 部］ 　 ［負　 債　 の　 部］ 　

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

製 品

半 製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 及 び 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

特 許 権

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破産・更生債権等

長 期 前 払 費 用

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

7,853,433

2,561,273

110,159

1,933,837

65,631

2,106,858

459,497

344,856

141,850

21,429

36,077

58,339

26,674

△13,052

4,789,756

4,550,928

1,003,299

88,883

187,633

197

30,407

2,980,462

260,043

38,240

2,407

13,052

14,800

7,979

200,586

105,073

10,800

20,410

13,128

18,411

53,172

△20,410

12,873

12,873

流 動 負 債 6,530,347

支 払 手 形 555,389

買 掛 金 452,829

短 期 借 入 金 3,900,000

１年以内に返済予定の長期借入金 981,667

リ ー ス 債 務 103,956

未 払 金 230,976

未 払 費 用 67,733

未 払 法 人 税 等 126,638

預 り 金 16,701

前 受 収 益 370

賞 与 引 当 金 50,397

設 備 支 払 手 形 21,587

そ の 他 22,100

固 定 負 債 2,354,394

社 債 250,000

長 期 借 入 金 1,326,898

リ ー ス 債 務 164,626

繰 延 税 金 負 債 4,539

退 職 給 付 引 当 金 273,347

環 境 対 策 引 当 金 2,172

未払役員退職慰労金 328,600

そ の 他 4,211

負 債 合 計 8,884,741

［純 資 産 の 部］ 　

株 主 資 本 3,759,934

資 本 金 2,155,352

資 本 剰 余 金 1,052,562

資 本 準 備 金 1,052,562

利 益 剰 余 金 565,859

その他利益剰余金 565,859

繰越利益剰余金 565,859

自 己 株 式 △13,840

評価・換算差額等 11,387

その他有価証券評価差額金 11,387

純 資 産 合 計 3,771,321

資 産 合 計 12,656,062 負債及び純資産合計 12,656,062

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成23年４月１日から)平成24年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 製 品 売 上 高 7,997,618 　

　 商 品 売 上 高 582,211 8,579,830

売 上 原 価 期 首 製 品 た な 卸 高 2,285,631 　

　 期 首 商 品 た な 卸 高 43,759 　

　 当 期 商 品 仕 入 高 525,874 　

　 他 勘 定 振 替 高(注２) △67,810 　

　 当 期 製 品 製 造 原 価 6,266,103 　

　 差 引 計 9,053,558 　

　 期 末 製 品 た な 卸 高 △2,106,858 　

　 期 末 商 品 た な 卸 高 △65,631 6,881,068

　 売 上 総 利 益 　 1,698,762

販売費及び一般管理費 　 　 1,172,638

　 営 業 利 益 　 526,123

営 業 外 収 益 受 取 利 息 123 　

　 受 取 配 当 金 2,911 　

　 賃 貸 料 収 入 27,085 　

　 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 6,222 　

　 雑 収 入 10,084 46,427

営 業 外 費 用 支 払 利 息 115,395 　

　 賃 貸 料 原 価 22,901 　

　 生 産 休 止 費 用 61,789 　

　 雑 損 失 12,485 212,572

　 経 常 利 益 　 359,978

特 別 利 益 保 険 金 収 入 42,139 42,139

特 別 損 失 固 定 資 産 除 却 損 74,530 　

　 減 損 損 失 32,631 　

　 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 3,399 　

　 事 故 対 策 費 33,415 　

　 環 境 対 策 費 5,642 149,620

　 税 引 前 当 期 純 利 益 　 252,497

　 法人税、住民税及び事業税 　 119,268

　 当 期 純 利 益 　 133,229

（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．他勘定振替高は、材料費振替高46,169千円、販売費等振替高21,641千円であります。
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株主資本等変動計算書

(平成23年４月１日から)平成24年３月31日まで
（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,155,352 1,052,562 1,052,562 432,630 432,630 △13,763 3,626,782

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

当 期 純 利 益 　 　 　 133,229 133,229 　 133,229

自己株式の取得 　 　 　 　 　 △76 △76

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － 133,229 133,229 △76 133,152

当 期 末 残 高 2,155,352 1,052,562 1,052,562 565,859 565,859 △13,840 3,759,934

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 7,668 7,668 3,634,450

事業年度中の変動額 　 　 　

当 期 純 利 益 　 　 133,229

自己株式の取得 　 　 △76

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

3,718 3,718 3,718

事業年度中の変動額合計 3,718 3,718 136,870

当 期 末 残 高 11,387 11,387 3,771,321

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　関連会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品・製品・半製品・

原材料・仕掛品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　

(
建物（建物附属設備を除く） 定額法

　 その他の有形固定資産 定率法

②　無形固定資産 定額法

③　長期前払費用 均等償却

④　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費　 定額法

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。
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③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。

④　環境対策引当金 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関

する特別措置法」によるＰＣＢ廃棄物の処理支出に備

えるため、処理見積額を計上しております。

(5) 消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(6) 追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以降に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）

及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

２．貸借対照表注記

(1) 担保資産

①　担保に供している資産

　 建物 816,008千円

　 構築物 54,821千円

　 土地 2,818,515千円

　 投資有価証券 38,818千円

　 計 3,728,163千円

②　担保資産に対応する債務

　 短期借入金 2,650,000千円

　 長期借入金 704,900千円

　 (1年以内返済予定額含む) 　

　 計 3,354,900千円
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,027,141千円

　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3) 関係会社に対する金銭債務 24,002千円

(4) 期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、当事業年度の末日は金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当期末日満期手形の金額は、受取

手形26,558千円、支払手形266,685千円、設備支払手形4,205千円であります。

　

３．損益計算書注記

(1）関係会社との取引高は、次のとおりであります。

関係会社との営業取引高

原材料仕入高 75,466千円

関係会社との営業取引以外の取引高 4,440千円

(2）通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額（戻入額）

売上原価 △28,018千円

　

４．株主資本等変動計算書注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 16,623,613株 －株 －株 16,623,613株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 53,129株 618株 －株 53,747株

（注）増加は単元未満株式の買取請求による取得であります。

(3) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

(4) 配当に関する事項

①　配当金支払額

　該当事項はありません。

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

株式の種類 配当の総額 配当金の原資 １株当たり配当額 基　準　日 効力発生日

普通株式 82,849千円 利益剰余金 ５円 平成24年３月31日 平成24年６月27日
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　

　 その他有価証券評価差額金 4,539千円

　 繰延税金負債計 4,539千円

　

６．退職給付会計に関する注記

(1）確定拠出型の制度として確定拠出年金制度と退職一時金制度を設けております。

(2）退職給付債務に関する事項

　 退職給付債務 273,347千円

　 退職給付引当金 273,347千円

※当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(3）退職給付費用に関する事項

　 勤務費用 64,768千円

　 退職給付費用 64,768千円

※当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以

前のリース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び当期末残高相当額

　 　 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 当期末残高相当額

　 機械及び装置 232,225千円 216,131千円 16,093千円

　 合計 232,225 216,131 16,093

(2) 未経過リース料当期末残高相当額

　 １年内 17,753千円

　 １年超 －千円

　 合計 17,753千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　 支払リース料 100,750千円

　 減価償却費相当額 91,171千円

　 支払利息相当額 2,787千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。
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８．金融商品に関する注記事項

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行

借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために

利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、当社の与信管理規程に従い、リスク低減を図っております。また、投資

有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っており

ます。

営業債務である支払手形、買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日で

あります。

借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務の使途は運転資金（主と

して短期）及び設備投資資金であります。

金融商品取引については取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、財務経理

部が決裁権限者の承認を得て行っております。

(2）金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

まれておりません（（注２）参照）。　

　 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(１) 現金及び預金　 2,561,273千円 2,561,273千円 －千円　

(２) 受取手形　 110,159千円 110,159千円 －千円　

(３) 売掛金　 1,933,837千円 1,933,837千円 －千円　
(４) 投資有価証券
　　　 その他有価証券　

83,159千円 83,159千円 －千円　

(５) 支払手形　 555,389千円 555,389千円 －千円　

(６) 買掛金　 452,829千円 452,829千円 －千円　

(７) 未払金　 230,976千円 230,976千円 －千円　

(８) 短期借入金　 3,900,000千円 3,900,000千円 －千円　

(９) 社　債　 250,000千円 257,815千円 7,815千円　

(10) 長期借入金（*） 2,308,565千円 2,308,504千円 △60千円　

(11) リース債務（*）　 268,583千円 266,939千円 △1,643千円　

（*）１年以内に期限到来の流動負債に含まれている長期借入金及びリース債務を含めております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5) 支払手形、(6）買掛金、(7）未払金、（8）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(9）社債、(10) 長期借入金

社債及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行及び借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(11) リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 貸借対照表計上額

投資有価証券
　非上場株式　

21,914千円　

関係会社株式 10,800千円　

未払役員退職慰労金 328,600千円　

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上表には含めておりません。
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９．関連当事者との取引に関する注記　

役員及び個人主要株主等

種類

会社等
の名称
又は氏
名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権
等の所
有(被
所有)
割合

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

 役員

 及び

 その

近親者

福岡

直彦
― ―

当社代

表取締

役

(被所有)

 直接

16.9%

　－

当社銀

行借入

に対す

る保証

2,900,000

千円

借入

金

1,700,100

千円

（注）当社は、銀行借入に対して代表取締役福岡直彦より債務保証を受けております。

　

10．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

11．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 227円60銭

(2) １株当たり当期純利益 8円04銭
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会計監査人の監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成24年５月17日　

　ケミプロ化成株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 有限責任 あずさ監査法人 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 北本　敏 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坊垣慶二郎 
　

　 　

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ケミプロ化成株式会社の

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第31期事業年度の計算書類、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。

　

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保

証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続きが実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適

用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが

含まれる。
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　 　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。　

　

　以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第31期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構

築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告

及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

　

　

　 平成24年５月21日 　

　 ケミプロ化成株式会社　監査役会 　

　

常勤監査役 清 水 俊 造 

社外監査役 香 山 敏 廣 

社外監査役 梅 田 和 路 

　

以　上
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剰余金処分議案

－ 28 －

株主総会参考書類
　

第１号議案　　剰余金処分の件

　当社は、経営環境、業績、将来の事業展開等を総合的に勘案したうえで、

財務体質の強化を図りつつ、安定的かつ継続的に配当を行うことを基本方針

としております。

　第31期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等

を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金５円

配当総額　82,849,330円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成24年６月27日といたしたいと存じます。　
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取締役選任議案

－ 29 －

第２号議案　　取締役５名選任の件

　取締役７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取

締役５名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および

担当ならびに重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

１

ふくおか　なおひこ　

福 岡 直 彦

(昭和２年２月26日生)

昭和58年10月　当社入社

昭和60年５月　当社代表取締役社長

平成14年12月　当社代表取締役会長

平成22年４月　当社代表取締役会長兼社長

平成24年４月　当社代表取締役会長

（現在に至る）

2,791,160株

２

か た ぎ 　 し げ ゆ き 　

片 木 茂 行

(昭和30年12月17日生)

昭和53年４月　㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ

銀行）入行

平成９年４月　同行根津支店長

平成14年８月　同行南船場支店長

平成16年４月　同行南船場支店長

兼島之内支店長

平成17年２月　当社出向

平成17年６月　㈱みずほ銀行より転籍

当社取締役

管理本部長

平成20年４月　当社常務取締役

管理本部長兼財務部長兼経営

企画部長兼コンプライアンス

担当役員

平成22年４月　当社取締役副社長

　　　　　　　管理本部長兼財務部長兼経営

企画部長兼コンプライアンス

担当役員　

平成24年４月　当社代表取締役社長

（現在に至る)

管理本部長兼財務経理部長兼

コンプライアンス担当役員

（現在に至る）

21,000株
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取締役選任議案

－ 30 －

候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および

担当ならびに重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

３

きたがわ　かずのり　

北 川 和 則

(昭和29年９月23日生)

昭和58年４月　当社入社

平成７年４月　姫路工場製造部長

平成12年４月　姫路工場長

平成14年３月　当社執行役員

平成14年６月　当社取締役

姫路工場長

平成15年４月　明石工場長兼任

平成16年４月　相生工場長兼任

平成16年７月　化学品事業部生産本部長

平成18年10月　姫路工場長兼任

平成20年４月　化学品本部工場統括長兼姫路

工場長

平成21年１月　化学品事業部生産本部長兼姫

路工場長

平成22年４月　当社常務取締役

（現在に至る）

生産本部長兼姫路工場長　

平成23年10月　相生工場長兼任

平成24年４月　生産本部長兼相生工場長

（現在に至る）

30,000株
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取締役選任議案
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候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および

担当ならびに重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

４

か わ い 　 の り お 　

河 井 典 生

(昭和40年５月16日生)

平成元年３月　当社入社

平成18年４月　化学品事業部営業本部長

平成20年４月　当社執行役員

平成22年４月　営業本部長兼営業部長

平成23年６月　当社取締役

（現在に至る）

平成24年４月　営業本部長兼営業部長兼新規

ビジネス推進部長

（現在に至る）

5,000株

５

か ね こ 　 ゆ う い ち 　

金 子 勇 一

(昭和42年10月13日生)

平成２年３月　当社入社

平成18年１月　姫路工場長代行兼相生工場生

産技術部長兼化学品技術部長

平成20年４月　当社執行役員

平成22年４月　生産技術部統括本部長

平成23年６月　当社取締役

（現在に至る）

平成24年２月　生産技術部統括本部長兼新規

ビジネス推進部技術担当役員

（現在に至る）

3,000株

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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監査役選任議案
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第３号議案　監査役３名選任の件

　監査役清水俊造、香山敏廣の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては監査体制の強化・充実を図るために１名増員し、監

査役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得てお

ります。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位

および重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

１
しみず　しゅんぞう　

清 水 俊 造
(昭和23年９月28日生)

平成10年１月　当社入社

平成16年７月　秘書室長兼内部監査室長

平成20年４月　当社執行役員

海外事業開発部長兼秘書室長

兼内部監査室長　

平成21年４月　当社執行役員退任

平成21年６月　当社常勤監査役

（現在に至る）　

19,000株

２
こうやま　としひろ　

香 山 敏 廣
(昭和７年２月11日生)

昭和25年４月　大阪国税局入局

平成元年７月　東税務署長

平成２年10月　税理士登録

平成６年６月　当社監査役

（現在に至る）　

0株

※３
お お い し 　 た つ る 　

大 石 　 建
(昭和31年10月18日生)

昭和56年４月　国際電信電話株式会社（現Ｋ

ＤＤＩ株式会社）入社

平成３年３月　ビーエーエスエフジャパン株

式会社（現BASFジャパン株式

会社）入社

平成22年１月　同社法務本部ゼネラルマネー

ジャー

　　　　　　　（現在に至る）

0株

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

　　　２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．香山敏廣氏、大石建氏は、社外監査役の候補者であります。

４．香山敏廣氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、同氏は税理士の資格

を有し、財務および会計に関して相当程度の知見を有しておられることから、社外監

査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

５．香山敏廣氏の社外監査役の在任期間は、本総会終結の時をもって18年であります。
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監査役選任議案
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６．当社は、香山敏廣氏との間で、法令に定める限度額まで損害賠償責任を限定する責任

限定契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、当該契約を継続して締結す

る予定であります。

７．当社は、香山敏廣氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。同氏の再任が承認された場合、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であり

ます。

８．大石建氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏は当社の特定関係事業者であるBASF

ジャパン株式会社の法務本部ゼネラルマネージャーであり、当社事業と関連の深い分

野における専門的な知識と幅広い経験を有しておられることから、社外監査役として

の職務を適切に遂行いただけるものと判断したことによるものであります。

９．大石建氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、法令に定める限度額まで損

害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。　

以　上
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メモ
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地図

株主総会会場ご案内図
　

神戸市中央区港島中町６丁目９番１号

神戸国際会議場　５階 501号室

　

明石・姫路方面

市営地下鉄

新幹線

新神戸 新大阪・京都方面

県庁前

花隈　 梅田　

元町　 大阪　

元町　 梅田　
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